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第１章 はじめに
日本のテレビジョン放送から日本の大手映画会社が製作したすべての
劇映画１）が姿を消した時期があった。１９５８年（昭和３３年）９月から６４年
（昭和３９年）９月までの６年間である。
日本の定期的なテレビジョン放送は、１９５３年（昭和２８年）２月に NHK
東京テレビジョン局が本放送を開始して始まった。その年の８月には最
初の商業放送（民間放送）テレビ局の日本テレビ放送網が開局した。そ
れまでは映画が殆ど唯一の映像マス・メディアとして独占的な地位を享
受し、映画産業は隆盛の一途にあった。テレビ放送は、先行メディアの
最盛期にそれに近似した競合する媒体として登場したのである。
一方、日本の映画産業は、１９１０年に日本活動写真株式会社、２０年に松
竹キネマ合名会社が設立されて量産体制が整い、以後、製作・配給・興
行を一貫して行なう大手映画会社が実質的に支配してきた。これらの大
手６社（日活、松竹、東宝、大映、東映、新東宝）は、揺籃期のテレビ
劇映画“空白の６年”
（その１）
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放送に当初は曲がりなりにも劇映画を提供していたが、テレビ放送が急
速に普及する兆しが現れると観客が奪われることを恐れて５８年３月に
「６社協定」２）を結び、「新作、旧作を問わず、６社で製作した作品で、
興行場に提供する一切の作品は提供しない」ことを決めた。その結果、
９月から大手６社の劇映画のテレビ放送が途絶えた。「６社協定」は６１
年７月に６社のひとつ新東宝が倒産し劇映画の放送権をテレビ局に売却
したことから一角が崩れたが、他の５社はその後も協定を遵守した。し
かし、６４年２月には従来の方針を転換して劇映画のテレビ放送への提供
を申し合わせ、１０月から大手映画会社の劇映画が６年ぶりにテレビ放送
に復活した。この間、大手映画会社は劇映画の提供を拒否する一方で、
松竹、東宝、大映、東映の４社が民間テレビ局に出資し、このうち東宝
を除く３社がテレビ放送用の「テレビ映画」の製作にも着手していた。
この大手映画会社劇映画の“空白の６年”は、マス・メディア史の観
点から眺めると、新たな映像メディアの登場と主役の交代、映像産業の
構造変化という極めて興味深い事象が進行する時期である。これを象徴
する幾つかの指標がある。まず映画産業全体の収入に相当する興行収入
は「６社協定」が結ばれた１９５８年に７２４億円、「協定」が解除される６４年
には７８９億円と微増しているものの、映画館の入場者数は１１億２，７４５万人
から４，３１５万人に、製作本数も５０４本から３４３本に減少している。一方、
テレビ放送は、普及の度合いを示す NHKテレビ放送受信契約が５８年度
の１９８万件から６４年度の１，７１３万件に、テレビ放送事業全体の収入を表す
NHKの事業収入と民間放送のテレビ収入の合計も２８４億円から１，７２０億
円に増えている３）。
本稿は、このような主要な映像メディアの交代と映像産業の構造変化
に着目して、１９５０年代から６０年代前半における日本の映画産業とテレビ
放送の関係を主に映画産業の側から調べ、アメリカのハリウッドと比較
しながら、日本のマス・メディア史における“空白の６年”の意義を考
察するものである。
第２章 １９５０年代の映画とテレビ放送
第１節 最盛期の映画産業～供給過剰の“繁栄”～
日本の映画産業は、日中戦争以降の統制の強化と第２次世界大戦末期
９９（５６）
の被災で壊滅的な打撃を受けたが、１９５０年前後から復興が本格化し、５０
年代後半から６０年代初めに最盛期を迎える。この節では、その隆盛ぶり
を劇映画の製作本数、映画館数、映画入場者数、興行収入の４つの統計
で検証しながら、そこに潜む構造的な問題を探ることにする。
その前に、１９５０年代の日本の映画産業の構造を簡単に説明しておこう。
映画は製作→配給→興行の３段階を経て商品としての流通が完結する。
金銭の流れは逆に興行→配給→製作の順で進む。すなわち映画産業全体
の収入は興行収入で現れ、そこから配給業者に配給収入が支払われ、配
給収入からさらに製作者に製作費が分配される。
表１ 日本の映画産業（１９５０年代～６０年代前半） 略史
１９４７年３月 新東宝、前年の東宝第２次争議を受けて設立。
５０年３月 東宝から独立。
１９５１年３月 松竹、カラー劇映画第１作『カルメン故郷に帰る』（木下恵介
監督）公開。
４月 東映設立。東横映画・大泉スタジオ・東京映画配給３社が合
併。
９月 『羅生門』（黒澤明監督、大映製作）、ベニス映画祭でグランプ
リ受賞。
１９５４年１月 東映、２本立て配給開始。５０年代後半から各社とも劇映画を
量産。
６０年３月 第二東映（２系統の配給開始）。
６１年２月 ニュー東映に改称 １１月 解消。
６月 日活、製作再開第１作公開。
１９５７年４月 東映、大型映画の第１作『鳳城の花嫁』公開。
５月 日本映画連合会（４７．３設立）、大手５社（松竹、東宝、大映、
新東宝、東映）が加盟する日本映画製作者連盟に改組。日活、
同連盟に加盟。
１９５８年３月 大手６社、「６社協定」申し合わせ。劇映画のテレビ放送提供
拒否等を盛り込む。９月以降６社の劇映画、放送されず（“空
白の６年”５８．９～６４．９）。
１９５８年１１月 東映、日本教育テレビ（NET、現在のテレビ朝日、５９．２開局）
に出資。
松竹・東宝・大映、フジテレビ（５９．３開局）に出資。
１２月 映画館入場者数（１１億２，７４５万人）、最高を記録。以後減少。
１９５９年 東映・松竹・大映、NET・フジテレビの開局に合わせて「テ
レビ映画」製作開始。
１９６０年１２月 劇映画製作本数（５４７本）、映画館数（７，４５７館）、最高を記録。
以後減少。
１９６１年７月 新東宝倒産。劇映画５５４本の放送権を NHKと民放に売却。
１９６４年２月 映画製作者連盟、劇映画のテレビ放送提供に方針転換。
９８（５７）
劇映画の製作は大手映画会社が殆どを製作し、独立プロダクションが
若干作っている。配給は、日本映画については殆どが大手映画会社、外
国映画は大手映画会社を含む日本の配給会社とアメリカ・ハリウッドの
会社が担っている。興行は大手映画会社と独立興行主が行なっているが、
後者が圧倒的に多く、その殆どが大手映画会社と契約しその会社の映画
を専門に上映している。
なお、以下で使用する統計は、映画の製作本数は日本映画だけのもの
だが、映画館数、入場者数、興行収入については日本映画のみの統計が
なく日本映画と外国映画に関する数字の合計（例えば映画館数は日本映
画専門館と洋画専門館等の合計）である。このため、推論にやや正確さ
を欠くことを予め述べておきたい。いずれの統計も特段の記述がない限
り日本映画連合会（５７年に日本映画製作者連盟に改組。以下、両者とも
に映連と記す）４）の調べである。
１，製作本数の増加～多作傾向と低廉な製作費～
劇映画の製作本数は、終戦の年４５年の６７本が５０年に２１５本まで回復し、
５６年に５００本を超え、６０年に最高の５４７本を記録する。しかしその後は減
少傾向が続く（図１、表２参照）。
劇映画は大手映画会社が殆どを製作し、独立プロダクションが４８年か
ら５０年迄は３０～９０本製作したが以後は１０～２０本程度に止まっている。こ
のため劇映画の増加の最大の要因は大手映画会社が増えたことにある。
具体的には新東宝と東映の２社の設立と日活５）の製作再開である。劇映
画は戦前は松竹６）、東宝７）、大映８）の３社が製作していたが、戦後は４７年
に新東宝９）、５１年に東映１０）が加わり５社となった。さらに、５４年に戦時
統制によって４２年以降興行だけを行っていた日活が劇映画の製作を再開
し、大手映画会社は６社となった。また、５４年１月から東映が新作２本
立て配給１１）を始め５６年ごろから大手映画会社間で量産競走が激化したこ
とも、製作本数の増加の要因となった。
こうした多作の原因は、第１に戦後の生活難のなかで娯楽が限られて
いたため国民の映画に対する需要が旺盛であったこと、第２に大手映画
会社がこれに対応できる製作から興行までの一貫体制を整備していたこ
と、第３に大手映画会社が５０年代後半から２本立て競走に走ったこと、
第４に日本は欧米諸国に比べ外国映画の輸入が相対的に少なかったこと
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にあると考えられる。この傾向は、欧米諸国と比較するとより明らかに
なる。１９５５年の統計では、アメリカが上映本数４０５本・国産映画上映率
６３．６％、フランスが４４８本・２４．６％、イタリアが４３０本・２８．１％であった
のに対し、日本は６１９本・６９．８％でともにほかを上回っている。
しかし、日本の劇映画製作費は欧米諸国と比べて格段に廉価である。
１９５５年の劇映画１本あたりの平均製作費を見ると、アメリカの３億２，４００
表２ 劇映画の製作本数と製作会社数
年 製作本数 製作会社 備考
１９４６ ６７本 ６社
４７ ９７ ６ 新東宝設立
４８ １２３ １２
４９ １５６ １５
５０ ２１５ ３４
５１ ２０８ １９ 東映設立
５２ ２７８ ３５
５３ ３０２ ３２
５４ ３７０ ３６ 東映２本立て配給、日活製作再開
５５ ４２３ ２７
５６ ５１４ ２５ 量産競争始まる
５７ ４４３ ２２
５８ ５０４ １９
５９ ４９３ ２２
６０ ５４７ １９ 第二東映（東映２系統配給）
６１ ５３５ ２０ 新東宝倒産、ニュー東映解消
６２ ３７５ ２３
６３ ３５７ NA
６４ ３４３ NA
６５ ４８２ NA うち”エロ映画”２１５本
図１ 劇映画の製作本数
９６（５９）
万円、フランスの９，４００万円、イタリアの１億２，６００万円に比べ、日本は
３，０００万円と著しく低い（表３参照）。
１９５８年版の『映画産業白書』は、多作の原因のひとつが２本立て競争
の激化による映画産業の過当競争にあることを指摘し、多作の傾向は「あ
る程度作品の質的低下を伴う恐れがあり、ひいては大衆の映画観覧意欲
を減退させる等市場面でも多くの悪影響を結果する可能性があるであろ
う」１２）と警告している。
２，映画館数の増加～乱立と経営の悪化～
映画館は映画の流通の最終局面に位置し、その入場料収入（興行収
入）から配給業者に配給収入が支払われ、配給収入から製作者に製作費
が分配される。このため、興行収入からどれくらい配給収入を配分する
かが常に興行主と配給・製作業者の最大の関心事であった。興行収入に
占める配給収入の比率は、戦前は３０～３５％、戦後は５０％台で推移してき
た。
映画館は、経営形態によって大手映画会社あるいはその関連会社が経
営する「直営館」と独立した興行主が経営する「独立館」に大別され
る１３）。１９５４年の統計では直営館が１４３館（３．０％）、独立館が４，５５９館
（９７．０％）で殆どが独立館である。映画の製作と配給は大手映画会社が
支配しているが、最終的な興行市場は数の上では独立興行主が掌握して
いるのである。ここに大手映画会社と独立興行主との紛争の原因がある。
表３ 国産映画上映率および映画製作費
１）， 国産映画上映率（１９５５年）
国名 総上映本数 国産映画 輸入映画
国産映画
上 映 率
日本 ６１９本 ４２３本 ９６本 ６９．８０％
アメリカ ４０５ ２５８ １４７ ６３．６０
フランス ４４８ １１０ ３３８ ２４．６０
イタリア ４３０ １２１ ３０９ ２８．１０
２）， 平均製作費（１９５５年）
国名 製作本数 製作費総額
１本当たり
平均製作費
日本 ４２３本 １２５億円 ３，０００万円
アメリカ ２５４ １，８００ ３億２，４００
フランス １１０ １０３ ９，４００
イタリア １４０ １７６ １億２，６００
９５（６０）
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特に５０年代後半には、大手映画会社が地方都市での「直営館」の建設と
自社作品を専門に上映する「契約館」１４）の確保を強引に進めたため、零
細な独立興行主で占められる興行界と各地で紛争を招いた。
さて映画館の数であるが、これも加速度的に増えた。映画館は４５年に
は戦前の最高（４１年、２，４５５館）の半分の１，２２０館にまで減少したが、
５０年には戦前を超え、５３年から５８年まで多い年には１年に１，０００館を超
える“建館ブーム”を引き起こした。増勢はその後６０年まで続き、この
年に最高の７，４５７館を数え、その後は減少に転ずる（図２、表４参照）。
表４ 映画館の数と１館当たり平均人口
年 映画館数
１館当たり
平 均 人 口
年 映画館数
１館当たり
平 均 人 口
１９４５ １，２２０館 ５８，６０６人 １９５６ ６，１２３館 １４，７５８人
４６ １，５０５ ４８，５８１ ５７ ６，８６３ １３，２６０
４７ １，９０３ ４１，０４０ ５８ ７，０６７ １３，０１９
４８ ２，１２０ ３７，８５０ ５９ ７，４０１ １２，５６２
４９ ２，２２５ ３６，７１９ ６０ ７，４５７ １２，５２６
５０ ２，４１０ ３４，５５２ ６１ ７，２３１ １２，９１８
５１ ３，３２０ ２５，４６４ ６２ ６，６３６ １４，３１６
５２ ３，６３６ ２４，０１０ ６３ ６，２０１ NA
５３ ３，９５９ ２２，１７７ ６４ ５，３６６ NA
５４ ４，７０７ １８，７１７ ６５ ４，６４１ NA
５５ ５，１８４ １７，２２３
１９４２
２，４０６
（戦前最高）
２９，５０１
図２ 映画館の数
９４（６１）
映画館の数が頂点に達した６０年は製作本数が最高の年でもあった。
こうした映画館数の増加の原因として、第１に国民の映画に対する根
強い需要、第２に投機的だが作品がヒットすれば一度に利益が得られる
“うまみのある”興行事業への新規参入の増加、第３に軍国主義排除・
民主化推進を進めるGHQ（連合国軍最高司令官総司令部）の指導のも
とに自由度を増した日本映画の魅力、第４に戦前禁止されていたアメリ
カなどの外国映画の４６年以降の上映再開などが指摘される。
５３年から５年余り続いた映画館の“建館ブーム”は大手映画会社と地
方の新興資本によってもたらされた。大手６社は５０年代半ばから地方の
主要都市で直営館の建設を積極的に進め、地方の新興資本は営利と勢力
拡大のために建館に走った。
しかし、映画館の著しい増加は、映画館同士の競争を激化させ、経営
の悪化を招いた。映画館の安定的な経営には１館当たりの平均人口２万
人が基準と言われその数は５３年には２万２千人であったが、５５年には２
万人を割って１万７千人となり、６０年には最低の１万２千人に低下した。
その結果、１館当たり平均の興行収入も減り、５３年の１，０８９万円が６０年
には９７６万円に減少した１５）。
『映画年鑑 １９５９』は、異常な映画館の増加の結果興行主は入場料の
ダンピングと２本立て興行に走ったと述べ、「限界ある映画人口に対す
る館数増のアンバランスは、１社による安手の２本立てでは収拾できず、
逆に観客の分散と共食いで業者の経営難をますます深刻なものにし、そ
れに大資本の地方進出とテレビ攻勢が追い討ちをかけた」１６）と指摘して
いる。
３，映画館の入場者数と興行収入～映画産業の爬行性～
前述した製作本数と映画館数は、映画を供給する側の状況を示す指標
である。ここでは逆に需要の指標となる入場者数と映画産業全体の収入
を表す興行収入を見ることにする。
まず映画館の入場者数であるが、これは緩やかながらも１９５８年まで増
え続けている。４６年に７億３，２７４万人（１人当たり年平均１０．０回観覧）
を数え、５０年にいったん減少するが、５２年には前年より約１億人増えて
８億人（９．７回）、５７年に１０億人（１２．１回）を超え、翌５８年に最高の１１億
２，７４５万人（１２．３回）に達する（図３、表５参照）。しかし、５９年以降減
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り始め、６０年代に入ると急激に減少する。
劇映画の製作本数と映画館数の増加つまり映画を供給する側の増加は、
入場者数の増加つまり需要の喚起にどの程度寄与しているのだろうか。
３つの統計が揃っているのは４６年以降なので４６年から入場者数の増勢が
続いた５８年まで１３年間のそれぞれの増加率を単純に算出してみた。まず
製作本数は、４６年の６７本が５８年には５０４本に増え、増加率は７５２．２％とな
る。次に映画館数は、４６年の１，５０５館が５８年には７，０６７館となり、増加率
は４６９．６％である。これに対して入場者数は４６年の７億３，２００万人が５８年
には１１億２，７４５万人に増えたものの、増加率は１５３．８％に止まっている。
増加率だけを見ると、１３年間で製作本数は７．５倍、映画館数は４．７倍に
なったのに、入場者数は１．５倍しか増えていない。このことは、映画供
給側の増加が必ずしもそれに見合う需要を喚起していないことを示して
表５ 映画館の入場者数と１人当たり年平均観覧回数
年 入場者数
１人当たり
年間平均
年 入場者数
１人当たり
年間平均
１９４６ ７億３，２７４万人 １０．０回 １９５６ ９億９，３８８万人 １１．０回
４７ ７億５，６０８ ９．７ ５７１０億９，８８８ １２．１
４８ ７億５，８６６ ９．５ ５８１１億２，７４５ １２．２
４９ ７億８，６７６ ９．６ ５９１０億８，８８１ １１．５
５０ ７億１，８７０ ８．６ ６０１０億１，４３６ １０．４
５１ ７億３，１６８ ８．７ ６１ ８億６，３４１ ８．８
５２ ８億３，２２７ ９．７ ６２ ６億６，２２７ ６．６
５３ ７億６，４１８ ８．８ ６３ ５億１，１１２ ５．３
５４ ８億１，８５１ ９．３ ６４ ４億３，１４５ ４．３
５５ ８億６，９１１ ９．７ ６５ ３億７，２６７ ３．７
図３ 映画館の入場者数
９２（６３）
0100
200
300
400
500
600
700
800
1952 1954 1956 1958 1960 1962 1964
（年）
（億円）
いるのではないだろうか。また、日本の映画産業における供給過剰、過
当競争、１９５０年代の日本の映画産業の隆盛の爬行性を意味しているので
はないだろうか。
次に興行収入（入場税込み）であるが、これは５３年の４３１億１，００２万円
が５５年には５５９億２１３万円、６０年には７２７億９，８００万円と一貫して伸び続け
ている（図４、表６参照）。興行収入は、入場者数と入場料金の２つの
変数で決まる。このうちの
入場料金（税込み）の推移
を見てみると、４６年には
３．３円であったが、毎年値
上がりして５０年に４９円、５１
年には２倍近く上がって
７０．４円、５２年には８８．４円と
なり、一時的に下がった後
６１年には１０２．７円となった
（表７参照）。
入場者数の増加と入場料
金の値上がりは、興行収入
の伸びにどう影響したので
あろうか。３つの統計が
揃っている５３年から５８年ま
での数字を調べてみると、
表６ 映画の興行収入
年 興行収入 年 興行収入
１９５２ ３２５億７，５００万円 ５９ ７１１億４，０００万円
５３ ４３１億１，００２ ６０ ７２９億９，８００
５４ ４６６億２，８００ ６１ ７３０億０，３００
５５ ５５９億０，２００ ６２ ７５９億８，２００
５６ ６１８億９，９００ ６３ ７７７億３，４００
５７ ６８１億５，２００ ６４ ７６９億３，７００
５８ ７２３億４，６００ ６５ ７５５億０，６００
表７ 映画の平均入場料金
年 入場料金 年 入場料金
１９４５ １．３０円 ５６ ７５．６３円
４６ ３．３０ ５７ ７５．２３
４７ １１．４０ ５８ ７８．１９
４８ ２６．６２ ５９ ７８．６７
４９ ４０．７５ ６０ ８５．３７
５０ ４９．００ ６１１０２．７１
５１ ７０．４０ ６２ NA
５２ ８８．４０ ６３ NA
５３ ８６．２５ ６４ NA
５４ ７９．７８ ６５ NA
５５ ８０．００
図４ 映画の興行収入
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入場者数は５３年の７億６，４１８万人が５８年の１１億２，７４５万人と１４７．５％の伸
びを示しているが、入場料金は逆に５３年の８６．２５円が５８年には７８．１９円と
９．１％値下がりしている。興行収入はこの間に４３１億円から７２３億円へ
１６７．７％伸びているから、興行収入の伸びは純粋に入場者数の増加に支
えられていることがわかる。このことからも、１９５０年代の映画産業の隆
盛の最大の課題は映画の多作と映画館の乱立、すなわち“映画供給側の
過剰”にあったことが改めて理解出来る。
第２節 揺籃期のテレビ放送～量的拡大と番組製作能力の欠如～
日本の放送史では、テレビ放送が始まった１９５３年から６３年頃までの１０
年間をテレビ放送の揺籃期あるいは形成期と区分することが多い。これ
は、置局による視聴可能区域（カバレージ）、普及率、放送時間、事業
収入など放送の成熟度を示す基準がこの時期に一定の水準に到達したと
考えられるからである。例えば、NHKテレビ局と民間放送テレビ局（い
ずれも親局１７）は６３年までに電波の到達範囲の広い大都市圏を除いてそれ
ぞれ１県に１局開局しテレビ放送の視聴がほぼ全国で可能になった。ま
た、NHKテレビ放送受信契約は６１年度末で１，０２２万件（世帯普及率
４９．５％）を記録した。さらに NHKも民放も６３年度までに朝から夜まで
休止時間のない「全日放送」を実現した。テレビ放送事業全体の収入も
６２年度に１，０００億円を超え１，３１２億円となった。日本のテレビ放送は、こ
れらを折からの高度経済成長を背景に短期間で急速に達成したことに特
徴がある。
加えて日本のテレビ放送では、先に見た映画のように、供給の増加が
それに見合う需要の喚起や収益を生まないというアンバランスが生じな
かったと考えられる。その理由は、第１に映画とテレビ放送、特に商業
放送との収入構造の違いである。映画の収入は上映本数・入場料金・入
場者数に比例するが、本数と入場料金には一定の限度があるため、興行
収入は入場者数、すなわち個々の作品がヒットするかどうかに左右され
る割合が大きい。これに対して、商業放送は基本的に広告媒体として番
組の放送時間を企業等に売却することで収入を得ているため、人気のあ
る番組だけに収入を依存するリスクを回避し放送時間全体で収入を得ら
れる構造となっている。第２は、放送では映画の製作から興行にあたる
全過程を同一の放送事業者が実施し、需要と見なされる収入の範囲内で
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表８ 日本のテレビ放送（１９５０年代～６０年代前半） 略史
１９５３年２月 NHK東京テレビジョン局開局。平日の放送時間４時間。
５２年度の NHKテレビ放送受信契約１，４８５件。
８月 初の民間テレビ局 日本テレビ放送網開局。
平日の放送時間６時間。
１９５５年４月 ラジオ東京テレビ（KRT、現在の TBS）、テレビ放送開始。
１９５６年４月 KRT、初めてのアメリカ・テレビ映画『カウボーイ Gメン』
放送開始。
以後、各局とも６４年度までアメリカ・テレビ映画を大量に編
成。
１９５７年１０月 田中角栄郵政相、４３局（NHK６局、民放３７局）に大量予備免
許。
１９５８年１２月 テレビ広告費（２３８億円）、ラジオ広告費（１６２億円）を超える。
１９５９年１月 NHK東京教育テレビジョン局、教育専門局として開局。
２月 日本教育テレビ（NET、現在のテレビ朝日）、教育専門局とし
て開局。
３月 フジテレビジョン開局。
４月 皇太子ご成婚。NHKと民放２系列（日本テレビ系、KRT系、
計３８局）、カメラ１００台余りで結婚の儀とパレードを中継。
これを機に NHKテレビ放送受信契約急増。
５９年度４１５万件、６０年度６８６万件、６１年度１，０２２万件、
６２年度１，３３８万件、６３年度１，５６６万件。
この年、民放テレビ局の開局相次ぎ４８局に。全国で、民放１
局の“１県１局”体制。
８月 KRT系民放１６局による全国ニュースネットワーク JNN成立。
１９６０年９月 NHK総合・教育テレビ、日本テレビ、KRT、朝日放送、カ
ラー放送開始。
７０年１０月 NHK総合、日本テレビ、全時間カラー放送。
１９６１年１０月 フジテレビ、休止時間のない「全日放送」実施。
６５年度までにほぼ全局で実施（１日平均放送時間 NHK総合
１８時０１分、民放１４時間３３分）。
１９６２年３月 NHKテレビ放送受信契約１，０００万件を超え１，０２２万件（世帯普
及率４９．５％）。
１９６２年度 テレビ放送事業収入１，０００億円を超え１，２０９億円に。
１９６３年１月 フジテレビ、初の国産シリーズ・アニメーション『鉄腕アト
ム』放送開始。
４月 NHK、大河ドラマ第１作『花の生涯』放送開始。
１１月 初めての日米衛星中継実施。ケネディ大統領の暗殺を伝える。
１９６４年４月 東京１２チャンネル（現在のテレビ東京）、教育専門局として開
局。
１０月 東京オリンピック開催。６４年度 NHKテレビ放送受信契約１，７１３
万件（世帯普及率８３．０％）。
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供給すなわち番組製作と放送を行うことである。しかも日本ではテレビ
放送事業収入が予想を遥かに上回る速度で増え続け、例えば日本テレビ
は開局５ヵ月後の１９５４年１月には僅かながらも黒字を計上し、５４年度か
ら減価償却も可能になるほどであった。テレビ放送開始当初でさえ、放
送事業者自らが製作費を負担するスポンサーのないサスプロ（sustaining
program）は極めて稀であった。
このように日本のテレビ放送は当初から常に黒字基調で推移したが、
未経験の新規事業でしかも量的拡張、特に放送時間の拡充があまりにも
急であったために、番組製作能力の向上がそれに追いつかないという欠
陥を抱えていた。
１，急激な量的拡大と普及
テレビ放送の量的拡大は折からの高度経済成長のなかで実現した。高
度経済成長は１９５５年（昭和３０年）ごろから７３年（昭和４８年）までほぼ１８
年間続き、実質成長率は平均年率で１０％を超えた。３種の神器（テレビ
受像機、電気洗濯機、冷蔵庫）の普及に見られる旺盛な個人消費と“投
資が投資を呼ぶ”と言われた積極的な民間設備投資が成長を牽引した。
なかでも白黒テレビ受像機は、メーカーの量産体制の整備、価格の低下、
個人所得の上昇を要因に５０年代後半から６０年代前半にかけて飛躍的に普
及した。出荷台数は５５年には１３万台だったが、６０年には３０倍近い３５８万
台にも達した１８）。価格も下がり続け、１４インチの受像機は５５年に１２万
４，０００円だったが、６０年には５万４，０００円から６万３，０００円と半分以下と
なった１９）。普及率もまた６０年には４４．７％に達した２０）。
NHKのテレビ放送受信契約はこの傾向を忠実に反映している。契約
件数は放送が始まった５２年度は僅か１，４８５件で、以後５８年度までは年間
１万件から５０万件という緩慢な増え方であったが、５９年４月の皇太子ご
成婚を機に年間２００万件を超える驚異的な増加を示した。５９年度から２
年間続けて前年度を２００万件上回り、５９年度は４１５万件（世帯普及率
２３．１％）、６０年度は６８６万件（３３．２％）となり、６１年度は３００万件も増え
て１，０２２万件（４９．５％）に達し、以後６３年度まで年間２００万件を超える増
勢が続いた（図５、表９参照）。
こうした趨勢のなかでテレビ放送の空間的拡大つまり置局によるカバ
レージの拡大が進んだ。NHK総合テレビジョン局は、基幹局と呼ばれ
８８（６７）
0
1952 1954 1956 1958 1960 1962 1964
（年）
（件） 2,000万
1,500万
1,000万
500万
る親局が６２年度末までに全国で４９局開局した。NHKは、放送法に定め
られた「全国あまねく受信できる」という目的を達成するために中継局
の建設を進め、６４年度末には親局と合わせて２５２局を配して、総合テレ
ビのカバレージを９０％に高めた。民間テレビ局も、６３年までに広域圏の
複数局を含めて全国で４７局が開局し、“１県１局”体制が完成した（表
１０参照）。東京では、日本テレビ（５３．８開局）に続いて５５年４月にはラ
ジオ局として出発したラジオ東京（KRT、６０．１１東京放送に社名変更、
略称 TBS）がテレビ放送を始め、皇太子ご成婚を前に５５年２月に日本
教育テレビ（NET、７７．４全国朝日放送（（略称テレビ朝日））、２００３．１０
テレビ朝日に社名変更）、３月にフジテレビジョンが開局した。東京１２
チャンネル（８１．１０テレビ東京に社名変更）の開局は、少し遅れて東京
オリンピック開催年の６４年４月である。
この短期間での大量開局は次のような特徴を持っている。第１は民間
企業特に新聞社のテレビ放送事業に対する旺盛な意欲と熾烈な競争、そ
表９ NHKテレビ放送受信契約数および世帯普及率
年度 件数 普及率 年度 件数 普及率
１９５２ １，４８５件 ０．０１％ １９６１ １０，２２２，１１６件 ４９．５０％
５３ １６，７７９ ０．１０ ６２ １３，３７８，９７３ ６４．８０
５４ ５２，８８２ ０．３０ ６３ １５，６６２，９２１ ７５．９０
５５ １６５，６６６ ０．９０ ６４ １７，１３２，０９０ ８３．００
５６ ４１９，３６４ ２．３０ ６５ １８，２２４，２１３ ７５．６０
５７ ９０８，７１０ ５．１０
５８ １，９８２，３７９ １１．００
５９ ４，１４８，６８３ ２３．１０
６０ ６，８６０，４７２ ３３．２０
図５ NHKテレビ放送受診契約数
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れに放送事業の先駆者を自負する NHKと新興の民間放送との競合が底
流をなしていたことである。第２は大量開局が上の状況を背景に郵政省
が調整するかたちで実施されたことである。この特徴は５２年１０月の田中
角栄郵政相による４３局（NHK６局、民放３７局）の予備免許交付に象徴
的に現れている。第３は開局の時期が５９年４月の皇太子ご成婚前に集中
していたことである。５９年に放送を始めた民放テレビ局は２１局（既に開
局した局と合わせて４８局）あるが、そのうちの１１局（３８局）がご成婚前
に開局した。第４は放送局のなかにほかと性格の異なる教育専門局２１）が
含まれていることである。５９年１月と２月に開局した NHK教育テレビ
局と NETが該当する。これには“１億総白痴化”に見られる５６年から
５７年にかけての俗悪番組批判と郵政省の免許方針が影響している。第５
は開局した民間テレビ局にはラジオ放送局との兼営が多く、６３年までに
開局した４７局のうちの７割以上３４局にも達していることである。このこ
とは、放送事業者間でラジオ放送からテレビ放送へのメディアの転換が
急速に進んだことを示している（表１０参照）。
テレビ放送の時間的拡大すなわち放送時間の拡充もまた、NHK、民
放ともに急速に進んだ。テレビ放送は開始当初は昼と夜の視聴好適時間
にしか放送されず、平日は NHKが４時間、日本テレビが６時間であっ
た。日本テレビは５６年８月から朝の時間帯でも放送を始め、５８年度から
６０年度にかけて各局とも朝・昼・夜ともに放送時間を拡充した。しかし、
放送と放送の間には依然として休止時間があった。これが朝から夜まで
休止時間のない「全日放送」となるのは６１年からである。この年の１０月、
フジテレビジョンが午前６時３０分から午後１１時４０分まで切れ目のない全
日放送を実現した。他の放送局も続いて全日放送を実施し、６５年度の１
日平均の放送時間は NHK総合テレビが１８時間０４分、民放は４６社平均で
表１０ 民間放送社数
年 テレビ単営
テレビ
ラジオ兼営
計 年 テレビ単営
テレビ
ラジオ兼営
計
１９５３ １社 １社 １９６０ １０社 ３３社 ４３社
５４ １ １ ６１ １０ ３３ ４３
５５ １ １社 ２ ６２ １２ ３４ ４６
５６ ２ ２ ４ ６３ １３ ３４ ４７
５７ ２ ３ ５ ６４ １４ ３４ ４７
５８ ６ １１ １７ ６５ １４ ３４ ４７
５９ １０ ２８ ３８
８６（６９）
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１４時間３３分に達した（図６参照）。
こうした１９５０年代のテレビ放送の急激な量的な拡大には、映画産業と
同様な“供給側の過剰”という印象が否めない。しかし、映画産業との
違いもあるように思われる。第１は、テレビ放送が新しい映像メディア
ですべてが物珍しく、それだけ国民の需要が異常に高かったことである。
第２は、放送事業者も普及を図るためには何よりも国民がテレビ放送に
接触する機会を増やすことが重要と判断し、質の向上より量の拡大を優
先したと考えられることである。第３は、大量予備免許にあたった田中
角栄郵政相の考え方２２）に見られるように、政治家や郵政省のなかにテレ
ビ放送の量的な拡大が経済成長を促進するという産業振興の観点があっ
たことである。
２，高度経済成長と放送産業の形成
放送事業はモノの生産ではなく放送という特殊なサービスを提供して
いる。サービス提供の媒体となるのが放送番組であるが、NHKは当初
から自主製作が多いのに対し民放は外注率が高くそれだけ社員数も限ら
れている。就業人口は１９６５年で２９，０８６人、２０００年で４０，８９４人２３）に過ぎな
い。また、放送事業者の数も少なく、地上波テレビ放送だけ採ってみる
と、NHKと民放を含めた地上波放送の事業者数は６０年が４４、２０００年で
も１２７である。テレビ放送事業全体の収入も６０年度が７３４億円、２０００年度
が３兆２，７７０億円で、国民総生産に占める割合は６０年度が４．５５％であっ
たが、２０００年度には０．６４％に低下している。
このようにテレビ放送事業は就業人口でも収入でも他の産業に比べ決
図６ １日平均放送時間数
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して大きくないが、５０年代後半から６０年代初めにかけて直接的にも間接
的にもその規模に不釣合いなほどの経済的価値を生み出してきた。
まず直接的には、大量開局と放送時間の拡充によって放送局の建設と
施設・機材整備の設備投資を呼び起こした。例えば、NHKの設備投資
の予算額は５５年度の１１億６，０００万円が６５年には１８４億円に増え、年率にす
ると民間設備投資全体の伸び率１６％を大幅に上回る３２％にもなった２４）。
また、放送を視聴するために大量のテレビ受像機の生産を促した。その
生産額は５５年の１０２億円が４年後の５９年には１，２２１億円に達し、以後６０年
に１，４２６億円、６４年に１，９２５億円を記録し、７１年まで年間１，０００億円台で
推移した２５）。そのほか、フィルムや録音・録画テープ等の放送用消費財
の生産も増加した。
一方、間接的には、民間テレビ局の広告放送によって食料品・化粧
品・生活用品・耐久消費財等の大量消費を促し、紀行番組やスポーツ番
組等の放送によって視聴者の旅行やスポーツ観戦などを促進する効果を
生んだ。とりわけテレビ放送の広告放送の価値は、５０年代後半から民間
放送局の系列化が進み同一番組が全国に放送される体制が整うといっそ
う高まった。これを示すテレビ広告費の額は放送開始の５３年には僅か１
億円だったが、６年後の５９年にはラジオ広告費を抜いて２３８億となり、６０
年に３８８億円、６５年に１，１１０億円と驚くべき伸びを示し、媒体別広告費で
長く１位を保ってきた新聞広告費に迫るまでとなった２６）。
このように見てくると、次のような２つの推論が成り立つ。
まず第１は、高度経済成長はテレビ放送の急速な量的拡大と普及を実
現したが、逆にテレビ放送もまた直接的にも間接的にも高度経済成長を
促進する要因のひとつとして働いたのではないだろうか。
第２は、テレビ放送は５０年代後半から６０年代前半にかけて小規模なが
らも産業としての形態を整えたのではないだろうか。こう考える理由は、
第１にテレビ放送が少ないながらも専業人口を擁していること、第２に
放送事業者がそれぞれ番組製作と放送のシステムを構築して国民生活に
深く組み込まれていること、第３にテレビ放送は直接的には放送局の建
設、施設・機器の整備、受像機の販売、放送の送受信などを通じて、電
気機器産業や通信産業などほかの産業と連関しそれらの生産額を上げる
効果をもたらしたこと、第４にまた間接的には広告放送によって消費財
の大量消費を促したこと、第５に番組やコマーシャルの製作等を媒介と
８４（７１）
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して放送局以外に雇用を創出したことである。
試しにテレビ放送事業収入を既に産業として確立していた映画の興行
収入と比較すると、１９５５年のテレビ放送が１１５億円、映画が５５９億円だっ
たが、６０年には７３４億円、７２８億円となって逆転し、６５年には１，８０４億円
に対して７５５億円とテレビ放送事業収入が映画興行収入の２．４倍にもなっ
ている（図７、表１１参照）２７）。この収入規模からも、テレビ放送は５０年
代後半から６０年代前半にかけて新興の産業としての形態を整えたのでは
ないかと考えられる。
３，自主製作能力の向上
初期のテレビ放送はスタジオ等の設備やカメラ等の機材が不備なうえ
演出力、技術力も不足していたため、番組はスタジオ番組、中継、「映
画」の３つで構成され、すべてが生放送であった。そして、スタジオ番
組と中継を自主製作、「映画」を外部に依存して出発し、やがて「映画」
表１１ 映画の興行収入とテレビ放送事業収入
年
映画の
興行収入
テレビ放送
事業収入
年
映画の
興行収入
テレビ放送
事業収入
１９５２ ３２５．８億円 １９５９ ７１１．４億円 ５１９．４億円
５３ ４３１．０ ７０．８億円 ６０ ７２８．０ ７３３．８
５４ ４６６．３ １０１．５ ６１ ７３０．０ ９８２．４
５５ ５５９．０ １１５．０ ６２ ７５９．８ １，２０９．２
５６ ６１９．０ １４８．１ ６３ ７７７．３ １，５０５．５
５７ ６８１．５ ２０９．６ ６４ ７６９．４ １，７１９．６
５８ ７２３．５ ２８４．４ ６５ ７５５．１ １，８０３．５
図７ 映画の興行収入とテレビ放送事業収入
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の一部も自主製作する歴史を歩んだ。初期の放送は特に中継と「映画」
が人気を呼び、日本テレビは開局７ヶ月で黒字になった原因として、後
楽園スタジアムとの独占契約による巨人戦中継と大手映画６社の劇映画
の放送を挙げているほどである２８）。
このうち中継は催事中継、劇場中継、スポーツ中継に大別され、テレ
ビ放送の特性である即時性・臨場感・訴求力のある番組として特にプロ
レス、野球、大相撲のスポーツ中継が人気を呼んだ。また「映画」は外
部製作のニュース映画、漫画映画、短編映画、劇映画の４種類のフィル
ム作品すべてを含み２９）、とりわけ劇映画が視聴者の関心を引いた。
以下の表１２は、初期のテレビ放送に占める「映画」と中継の編成比率
を示したものである。ここでは、NHK（５３．２開局）、日本テレビ（５３．８
開局）、KRT（５５．４開局）３局の１９５３年から５８年までの４月第３週３０）の
土曜・日曜の編成比率を採った。土曜・日曜を対象としたのは、週末は
視聴者が最も多く、各局とも番組製作と編成に努力を傾注していると考
えたからである。また、「映画」のうちのニュース映画と短編映画につ
いては５５年前後から放送局が自主製作を始めたことから、ここでは外部
製作の作品だけを「映画」として算定した。
これを詳細に見ると、中継ではスポーツ中継と劇場中継、「映画」で
は日本の短編映画と劇映画が殆どを占め、５６年から「映画」にアメリカ
のテレビ映画とアニメーションが加わり年を追って増えている。中継は
表１２「映画」と中継の放送時間（４月第３週土曜・日曜）
年 放送局 放送時間 「映画」 中継 合計比
１９５３ NHK ７２０分 ８０分（１１．１％）２４０分（３３．３％）４４．４０％
５４ NHK ７２０ ８０（１１．１） ２４０（３３．３）４４．４０
日本テレビ ６６０ ７０（１０．６） １９０（２８．８）３９．４０
５５ NHK ８４０ ５５（６．５） ２４０（２８．６）３５．１０
日本テレビ ７８０ ５５（７．１） ３３０（４２．３）４９．４０
KRT ５９５ ２１０（３５．３） ５０（８．４）４３．７０
５６ NHK ９００ １１５（１２．８） ２４０（２６．７）３９．５０
日本テレビ １，０２５ ６０（５．９） ３５０（３４．１）４０．００
KRT １，０４０ １８０（１７．３） ５６０（５３．８）７１．１０
５７ NHK １，３２０ １１５（８．７） ３６０（２７．３）３６．００
日本テレビ １，７３０ １３０（７．５） ４４０（２５．４）３２．９０
KRT １，１５０ ２１０（１８．３） ３５０（３０．４）４８．７０
５８ NHK １，７４０ ３３０（１９．０） ３８０（２１．８）４０．８０
日本テレビ １，７４５ １７０（９．７） ５６０（３２．１）４１．８０
KRT １，７８０ １８５（１０．４） ４０５（２２．８）３３．２０
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各局とも毎年概ね２０％から４０％台を占め、「映画」は常に１０％台から３０％
台で推移している。そして両者を合わせた編成比率は、開局直後の放送
局で特に多く、NHKは５３年に４４．４％、日本テレビは５４年に３９．４％、KRT
は５５年に４３．７％を記録している。これらの数字は、１９５０年代の放送局が
いかに臨場感のある中継と魅力的な外部製作の「映画」に依存していた
かを実証しているようである。これ以外のスタジオ番組も一定の比率を
保っているが、複雑な演出と高度な技術を必要とするテレビドラマなど
はまだまだ少ない。
このような状況下で放送局は中継以外の番組製作能力をどのように高
めたのであろうか。それを知る手掛かりのひとつはテレビドラマの製作
に求められるように思われる。テレビドラマは、他のテレビ番組と比べ
て演出力・技術力などの製作能力と多額の製作経費を要し、前述した４
種類の「映画」のうち劇映画の代替ともなり得る放送番組であるからで
ある。
表１３ テレビドラマの放送時間（４月第３週土曜・日曜）
年 放送局 テレビドラマ 年 放送局 テレビドラマ
１９５３ NHK ０分 １９６１ NHK １６０分
５４ NHK ０ 日本テレビ １２０
日本テレビ ３０ TBS ２５５
計 ３０ フジテレビ ２８５
５５ NHK ０ NET １５０
日本テレビ ０ 計 １６時間１０
KRT ３０ ６２ NHK １４０
計 ３０ 日本テレビ １０５
５６ NHK ０ TBS １５０
日本テレビ ０ フジテレビ １６５
KRT ６０ NET １６５
計 ６０ 計 １２時間０５
５７ NHK ０ ６３ NHK １７５
日本テレビ ４０ 日本テレビ １３５
KRT １３５ TBS １８０
計 ２時間１５ フジテレビ ２２５
５８ NHK ５０ NET ６０
日本テレビ １００ 計 １２時間５５
KRT １８０ ６４ NHK １５０
計 ３時間５０ 日本テレビ ６０
５９ NHK ６０ TBS ９０
日本テレビ １２０ フジテレビ １６５
KRT ２１０ NET ６０
フジテレビ １７５ 計 ８時間４５
NET ６０ ６５ NHK ２４０
計 １０時間２５ 日本テレビ １２０
６０ NHK ８５ TBS １６５
日本テレビ １８０ フジテレビ ９０
TBS １３５ NET ６０
フジテレビ １８０ 計 １０時間１５
NET ９０
計 １０時間１０
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表１３は、NHK、日本テレビ、KRT、それに開局時期の遅れから“後
発局”と言われた NET（５９．２開局）とフジテレビジョン（５９．３開局）
の５局が１９５３年から６５年までの週末に編成したテレビドラマの時間数を
示したものである。この表から、第１に１９５３年から５８年までは NHK、
日本テレビ、KRTの３局でドラマの放送が１年に１時間程度着実に増
えていること、第２に上記３局に NETとフジテレビが加わった５９年以
降はドラマの放送時間が１０時間を超え増え方が著しいこと、第３に６４年
以降やや減少傾向となることがわかる。このテレビドラマの量の増加に
は、１９５８年に大阪テレビ（現在の朝日放送）、NHK、KRTで相次いで導
入された VTRが少なからず影響している。当時の VTRはアメリカのア
ンペックス社製のもので、テープ幅が２インチで収録と再生機能だけで
編集は出来なかった。それでもテレビドラマの製作は画期的に進展した。
５８年１０月に KRTで放送され芸術祭テレビ部門大賞を受賞した『私は貝
になりたい』（岡本愛彦演出、フランキー堺主演）は、３０分が VTR、３０
分が生放送であった。
テレビドラマの放送時間の増加すなわち量の増加がそのまま番組製作
能力と番組の質の向上に直結するものではないことは言うまでもない。
しかし、当初３０分以内だったドラマの時間枠が５６年１２月に KRTが『東
芝日曜劇場』（日曜２１：００～２２：００）を始めて１時間に拡充されたこと、
テーマもホームドラマから時代劇、推理劇へと広がったこと、“後発局”
のフジテレビが６０年７月に開局１年余りで昼の時間帯に『日々の背信』
等の“昼メロ”を放送したことを考えると、放送局の番組製作能力は５０
年代後半から着実に向上したと言えるのではないだろうか。NHKが朝
の連続テレビ小説の第１作『娘と私』（６１．４～６２．３、月曜～金曜０８：４０
～０９：００、獅子文六作、北沢彪・北林早苗・山岡久乃ほか出演）の放送
を始めたのはその後の６１年４月から、また「映画にも負けない日本一の
ドラマ」３１）を目指した大河ドラマの第１作『花の生涯』（６３．４～６３．１２放
送、日曜２０：４５～２１：３０、船橋聖一原作、尾上松緑・佐田啓二・淡島千
景・香川京子ほか出演）の放送を開始したのは６３年４月からである。
これらのことから、放送事業者は１９５０年代後半から６０年代前半にかけ
て番組製作能力を高め、当初は中継と「映画」に多くを依存していた番
組編成の転換を進めたと言うことが出来るのではないだろうか。
（以下、次回に続く）
８０（７５）
注
１） 劇場公開用に製作された長編映画。劇場では長編映画に加えて短編映画
も公開されているが、「劇映画」は通常長編の作品を指す。一方、アメリ
カで１９４０年代後半から、日本で５０年代後半に製作が始まったテレビ放送用
の映画は、劇映画と区別して「テレビ映画」と呼ばれる。英語では、劇映
画を theatrical film、テレビ映画を１９５０～６０年代は telefilm、７０年代以後は
made-for-TV filmと表記している場合が多い。
２）１９５８年３月２０日に大手映画会社６社が加盟する日本映画製作者連盟がテ
レビ放送に関して申し合わせたもので、その骨子は劇映画のテレビ放送提
供禁止や専属俳優のテレビ放送出演に関する事項など６項目にわたる。『映
画年鑑 １９５９』p．１９９。
３） 映画に関する統計は日本映画連合会（５７年より日本映画製作者連盟）、
NHKの事業収入は『NHK年鑑』、民間放送のテレビ収入は『日本民間放
送年鑑』による。
４）１９４５年１１月、映画製作会社の連絡調整機関として「映画製作者連合」が
設立され、４７年３月に「日本映画連合会」に改称した。連合会には大手映
画会社５社のほかに、ニュース・短編映画製作会社、フィルムメーカー、
現像などの映画関連会社合わせて１０社が加盟していたが、５７年５月、１０社
が脱会し日活が加わって大手映画会社６社だけで構成する「日本映画製作
者連盟」に改組された。
５） 日活株式会社；１９１２年（大正元年）９月、初期の映画製作と外国映画の
輸入・上映を行なっていた吉沢商店・横田商会・M・パテー商会・福宝堂
の４社が合併してトラストの性格の強い日本活動写真株式会社を設立した
のが始まりで、４５年１０月に日活株式会社に社名変更した。４２年１月には、
映画の戦時統制で大日本映画製作株式会社（大映）に製作部門が移行し、
配給部門だけになった。戦後はもっぱらアメリカ映画の興行を行なってい
たが、５３年６月に製作再開を発表し、翌５４年６月に第１作を公開した。５０
年代後半から石原裕次郎、小林旭、浅丘ルリ子ら新人スターが出演する青
春映画やアクション映画で人気を得たが、６０年代半ば以降業績が悪化し、
７１年から低予算の“日活ロマンポルノ”の製作を始めた。７８年ににっかつ
に社名変更、９３年７月に事実上倒産した。
６） 松竹株式会社；１９０２年（明治３５年）、白井松次郎、大谷竹次郎兄弟は松
竹合名会社を創立し、関西、次いで東京に進出して歌舞伎興行を一手に収
めた。１９２０年（大正９年）２月には松竹キネマ合名会社を設立し、東京・
蒲田に撮影所を建設して映画製作と興行に乗り出した。１９３７年（昭和１２
年）２月に歌舞伎興行や劇場経営などを行なっていた松竹興行株式会社と
松竹キネマ株式会社が合体して、松竹株式会社が発足した。
７） 東宝株式会社；１９３７年（昭和１２年）９月に、前年６月設立の東宝映画配
給株式会社を中核に、株式会社 PCL映画製作所、株式会社 JOスタジオ、
株式会社写真化学研究所の４社が合併して、阪急が主導して東宝映画株式
７９（７６）
会社が発足した。プロデューサーシステム、合理的な配給制などを採用し
たが、松竹・日活・新興キネマ・大都映画の既成４社は地方の映画館に東
宝映画のボイコットを呼びかけ、映画業界の覇権争いが激化した。設立直
後の１０月に松竹スターの林長二郎（長谷川一夫）が東宝に移籍したことか
ら暴漢に襲われる事件も起こった。４３年１２月に東宝株式会社に社名変更し
た。
８） 大映株式会社；１９４２年（昭和１７年）１月、映画の戦時統制により、日活
の製作部門、新興キネマ、大都映画が合併して、大日本映画製作株式会社
として発足した。戦時中は国策遂行のための啓蒙的な映画を製作し、４５年
１２月に大映株式会社に社名変更した。５１年９月、永田雅一（１９０６～１９８５）
が社長の時、黒澤明監督の『羅生門』がベネチア映画祭最優秀賞を受賞し
てから映画の海外進出に力を注いだ。しかし、放漫経営が原因で、１９７１年
（昭和４６年）１２月に倒産した。
９） 株式会社新東宝；１９４７年（昭和２２年）３月、前年の第２次東宝争議で組
合を脱退した４５７人と長谷川一夫、高峰秀子ら１００人余の俳優が所属して、
当初は東宝の製作部門を担当する子会社として設立された。５０年には東宝
との紛争の末独立し、独自の製作・配給・興行組織を持つ新興の映画会社
となった。５５年には『明治天皇と日露戦争』などのヒット作を製作・配給
したが、興行で行き詰まり、６１年７月に事実上倒産した。
１０） 東映株式会社；１９５１年（昭和２６年）４月、東京映画配給を主体として東
横映画、大泉スタジオが合体して東急資本をバックに設立された。俳優の
片岡知恵蔵と市川右太衛門が重役として参加し、京都で時代劇、東京・大
泉で現代劇を製作した。５４年に中村錦之助の『笛吹童子』がヒットし、東
映時代劇の最盛期を築いた。しかし、同年１月には他の映画会社の反対が
強いなかで新作２本立て配給を始め、６０年３月には社内に新たな配給系統
の「第二東映」を設けた。こうした東映の経営は、映画業界の過当競争、
製作費の高騰、経営の悪化を招いたと批判された。
１１） ２本立て配給は東映が５４年１月下旬から始めた。東映は、他社が濫作に
よる質の低下を恐れるなかで積極策に出て、娯楽版という中篇時代劇と通
常の長編を組み合わせて配給を開始した。これは、戦中戦後のフィルム統
制で１本立て興行を余儀なくされていた興行主の要望に応えたものでも
あった。他社も新作の長編２本立て、新作の長編と中篇あるいは新作と旧
作の組み合わせで東映の動きに同調したが、５８年９月から２本立て配給を
始めた松竹は製作が拙速に陥り作品が奮わず経営不振を脱するには至らな
かった。東映はまた、６０年３月から新たな系統の「第二東映」を発足させ、
通常の東映作品より内容も製作費も落とした通俗的な娯楽作品を製作・配
給した。「第二東映」は６１年２月から呼称を「ニュー東映」と改め主に現
代劇の製作・配給したが、採算が取れず１１月に解消した。
１２）『映画産業白書』１９６８年版 p．１７。
１３） 映画館を上映する映画の系統別に分類すると、邦画専門館、洋画専門館、
７８（７７）
混合館に分類される。１９５６年の映連の統計では、邦画専門館が３，４６７館
（５６．５％）、洋画専門館が８９４館（１４．６％）、混合館が１，７７０館（２８．９％）で、
邦画専門館が大半を占めている。
１４） 契約館の確保は、５１年に直営館“百館政策”を掲げた東宝と新興の東映
が最も早くから進め、ほかの４社は遅れた。建館ブームが終わったと言わ
れる５８年の契約館は次のとおりである（『映画年鑑 １９５９』p．１２９）。
松竹１５２（年末目標４０２）、東宝２０１、大映１８１（４００）、東映９１４（９５０）、
新東宝１３０（１５０）、日活３１６（５００）
１５） 全国興行環境衛生同業組合連合会（全興連）の調べ。
１６）『映画年鑑 １９５９』p．１２８。
１７） 放送局の免許は電波法（５１．６施行）に基づいて交付され、放送局の設置
が認められると放送事業は放送法（５１．６施行）の適用を受ける。放送局に
は、放送番組を製作する演奏設備（スタジオ）を備えかつ放送用電波を送
受信する局（親局）と放送用電波の送受信だけを行なう局（中継局）があ
る。親局は通常県庁所在地等に置かれている。
１８） 日本電子工業会の調査。
１９）『NHK年鑑』１９５４～６０年版およびテレビラジオ新聞編１９７０『日本のテレ
ビジョン２０年』。
２０） 経済企画庁消費者動向予測調査。
２１） 郵政省（現在は総務省）が交付する放送局免許では、「放送事項」とし
て報道、教育・教養、娯楽番組の編成比率が義務付けられている。教育専
門局は教育番組５０％以上、教養番組３０％以上の編成を義務付けられた放送
局を指し、その他は一般総合番組局と分類されている。日本教育テレビ
（NET、５９．２開局、７７．４全国朝日放送、２００３．１０テレビ朝日に社名変更）と
東京１２チャンネル（６４．４開局、８１．１０テレビ東京に社名変更）は当初は教
育専門局として開局したが、７３年１１月の再免許に際して一般総合番組局と
なった。現在、地上波テレビ放送の教育専門局は、NHK教育テレビ
（５９．１開局）と放送大学（８５．４授業放送開始）である。
２２）１９５７年１０月の田中角栄郵政相のテレビ局大量予備免許に関して、当時郵
政事務次官を務めた元 NHK会長小野吉郎氏は「テレビ局の大量免許が電
機メーカーに対する受像機の需要を喚起し、それが量産体制と輸出競争力
の強化につながって、大きく日本の経済成長に寄与するに違いないという
ビジョンがあった。そうした意見をしばしば聞かされた記憶がある」と
語っている（『ドキュメント 放送戦後史』p．２９０）。
２３） NHK、民放ともに数字が揃っているのは１９６５年以降である。
１９６５年；NHK１４，３０９人 民放１４，７７７人
２０００年；NHK１２，４６１人 民放２８，４９９人
いずれも『NHK年鑑』『日本放送年鑑』（８１年版から『日本民間放送年鑑』
に改称）による。１９６５年
２４）『２０世紀放送史』上 p．４１６。
７７（７８）
２５） 日本電子工業会調べ。
２６）『電通広告年鑑』１９６６年版。なお、新聞広告費とテレビ広告費の拮抗状
態は１９６４年から８年間続き、７２年にテレビ広告費（３，５２２億円）が新聞広
告費（３，０２４億円）を上回り、以後、媒体別広告費で１位を保っている。
２７） NHKの事業収入と民間放送のテレビ収入は年度、映画の興行収入は暦
年である。
２８） 同上 p．８５。
２９） 古田尚輝「テレビジョン放送における『映画』の変遷」『成城文藝』１５６
号 p．p１１５～１６９を参照されたい。
３０） 放送番組の編成の調査では、番組改定直後でしばしば特別番組が放送さ
れる４月上旬を避け、通常の番組編成が定着する４月第３週を採ることが
多い。例えば NHK放送文化研究所編 １９７６『テレビ番組の変遷～東京７
局テレビ番組対照表～』も、１９５３年から１９７６年までの NHKと在京民放局
の４月第３週の番組編成を掲載している。
３１） 大河ドラマ第１作『花の生涯』放送当時の NHK芸能局長長沢泰治氏の
言葉と言われる。『２０世紀放送史』上 p．４９５。
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